
 

 

平成 31 年度 地域循環共生圏づくりプラットフォームの構築に向けた 

地域循環共生圏の創造に取り組む活動団体の選定結果について 

 

令和元年５月 30 日（木） 

平成 31 年度 地域循環共生圏づくりプラットフォームの構築に向けた地域循環共生

圏の創造に取り組む活動団体について公募を行ったところ、66 件の応募があり、審査

の結果 35 件を選定しましたのでお知らせします。 

 

１．事業の概要 

本事業は、地域循環共生圏の構築に向け、今回選定された活動団体と連携し「地域の総

合的な取組となる経済合理性と持続可能性を有する構想策定及びその構想を踏まえた事業

計画の策定」、「地域の核となるステークホルダーの組織化」等の環境整備に一緒に取り

組むとともに、地域循環共生圏づくりに資するプロフェッショナル人材や情報の集約、地

域と企業等とのマッチング支援など、地域循環共生圏の創造を強力に推進する「地域循環

共生圏づくりプラットフォーム」の構築を行うものです。 

 

２．審査方法 

公募期間（平成31年２月28日（木）から平成31年４月15日（月））に応募のあった66件

について、書面審査を実施し、外部有識者を含めた選考委員会にて以下の観点に基づき評

価を行いました。 

① 本事業への応募理由 

・地域の現状と課題が適切に把握されているか。 

・地域循環共生圏を活用して目指したい地域の姿が適切なものであるか。 

② 活動内容 

・活用したい（している）地域資源が適切なものであるか。 

・経済性、持続可能性があるなど、実現したい事業が適正なものであるか。 

・想定される地域の環境・経済・社会への効果（指標）が適切なものか。 

③ 実施体制の適正性 

・取り組み状況、進捗状況と今後のスケジュールが適切なものであるか。 

・実施体制が適切なものであるか。 

 

３．選定事業 

審査結果に基づき、予算の範囲内で 35 件を選定しました。選定団体一覧及び総評に

ついては別紙１、別紙２を御参照ください。 
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【別紙１】

活動団体名 主な活動地域

1 長沼町 北海道夕張郡長沼町

2 特定非営利活動法人　仕事人倶楽部
岩手県北岩手９市町村(久慈市、二戸市、九戸
郡軽米町、洋野町、九戸村、野田村、二戸郡
一戸町、岩手郡葛巻町、下閉伊郡普代村）

3 一般社団法人　Reborn-Art Festival 宮城県石巻市

4 一般社団法人　サスティナビリティセンター 宮城県本吉郡南三陸町

5
会津森林活用機構　株式会社、
会津地域森林資源活用事業推進協議会

福島県会津地域13市町村（喜多方市、会津若
松市、耶麻郡西会津町、磐梯町、猪苗代町、
北塩原村、河沼郡会津坂下町、柳津町、湯川
村、大沼郡三島町、金山町、会津美里町、昭
和村）

6 小田原市 神奈川県小田原市

7 国立大学法人　富山大学 富山県富山市

8 七尾街づくりセンター　株式会社 石川県七尾市

9 根羽村 長野県下伊那郡根羽村

10 一般社団法人　スマート・テロワール協会 長野県上高井郡小布施町

11 浜松市 静岡県浜松市

12 伊豆半島ジオパーク推進協議会

静岡県伊豆半島15市町（沼津市、熱海市、三
島市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国
市、賀茂郡東伊豆町、河津町、南伊豆町、松
崎町、西伊豆町、田方郡函南町、駿東郡長泉
町、清水町）

13 富士宮市 静岡県富士宮市

14 裾野市深良地区まちづくりコンソーシアム 静岡県裾野市

15 おわせSEAモデル協議会 三重県尾鷲市

16
認定特定非営利活動法人　まちづくりネット
東近江（東近江市環境円卓会議事務局）

滋賀県東近江市

17 亀岡市 京都府亀岡市

18 環境アニメイティッドやお 大阪府八尾市

19 公益財団法人　地球環境戦略研究機関（IGES) 兵庫県宝塚市、川西市、川辺郡猪名川町

20 奈良市 奈良県奈良市

21 みなべ・田辺地域世界農業遺産推進協議会 和歌山県田辺市、日高郡みなべ町

22 那智勝浦町 和歌山県東牟婁郡那智勝浦町

23 AMAホールディングス　株式会社 島根県隠岐郡海士町

24 真庭市 岡山県真庭市

25 エーゼロ　株式会社 岡山県英田郡西粟倉村
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26 コウノトリ定着推進連絡協議会 徳島県徳島市

27 宗像国際環境会議実行委員会 福岡県宗像市

28 一般社団法人　九州循環共生協議会 福岡県朝倉市

29 鹿島市ラムサール条約推進協議会 佐賀県鹿島市

30 小国町（熊本県） 熊本県阿蘇郡小国町

31 熊本県、南阿蘇村 熊本県阿蘇郡南阿蘇村

32 奄美市 鹿児島県奄美市

33 徳之島地区自然保護協議会 鹿児島県大島郡徳之島町

34 宮古島市 沖縄県宮古島市

35 国頭村 沖縄県国頭郡国頭村
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選考委員会の意見を踏まえた総評 

 

 

○ 本公募には、予想を上回る計 66 団体からの応募があり、優れた取組や野心的な

事業計画を掲げる等、熱意ある団体が数多く見られ、地域循環共生圏への関心と意

識の高まりを感じた。 

 

○ 地域循環共生圏の創造とその普及のためには、特色のある地域資源や固有の課題

を抱えた地域が参考とできるよう、バラエティーに富んだ取組事例が必要である。 

 

○ このため、より間口を広げる必要があることから、予算の範囲内で選定する団体

数を 35 まで増やすこととし、応募内容を精査したうえ選定した。 

 

○ 一方、支援チームの派遣については当初より団体数を絞り、確実な成功事例を形

成することとする。 

 

○ 今回の選定は、将来性に重点をおいたものであり、選定団体はこれをスタートと

して、本事業を通じて地域主体の統合的な地域循環共生圏の構想策定と具体的な事

業化に努めること。 

 

○ 現時点の事業計画で不十分な点は、各団体と十分に議論を行い、事業を通して是

正を図っていくべきである。 

 

○ 自走可能な取組とするためには、ビジネスの視点や資金の循環が必須であるた

め、地域金融機関や各種業界団体など「基幹的ステークホルダー」として巻き込ん

でいく必要がある。 

以上 

 

【別紙２】 


